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(1) 事務事業の目的と指標
① 活動の計画（活動の量・大きさ・規模等）
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② 対象（事業は誰・何を対象にしているのかを記載）
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③ 目標（この事業によって、対象をどうしたいのか記載）
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会計

車両更新（購入）　1台
軽乗用車で全輪駆動を予定

目標値
実績値

台

確認等による利用回数 回

④ 活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

280

事務事業の概要
（事務事業の内

容を記載）

１　事務事業概要
　　現在、使用している庁用車は、以前の使用車両が平成22年度に老朽化による廃車の際、応急措置的に総務課所有の
　　管理車両から移管されたもので、初度登録年月が平成7年5月であり既に18年余りを経過している。
　　日常から老朽化によるエンジンの掛かりにくさや外部塗装の破損が多くある等、不具合が発生している。
　　農地確認や災害時の点検等、路面状況が良好でない箇所を使用することが多く、今回、更新（新規購入）を進めたい。

２　概算事業費(※ランニングコストが掛かる事業については、概算で算定し記入すること)
　　①車両購入費　　　　1,600千円
　　②燃料費　　　　　　　154円×540ℓ×1.05≒88千円　　　旧車両の場合　154円×592ℓ（前年度実績）×1.05＝96千円
　　　 新車両の燃料消費量 13.6ℓ/ｋｍ→11.5ℓ/ｋｍ（山間部使用を考慮）
　　　 6,218ｋｍ（旧車両の前年度の走行距離）≒6,200ｋｍ÷11.5ℓ/ｋｍ≒540ℓ（新車両の年間必要燃料量）
　　③営繕費（車検整備・修理等）　車検38千円　修繕100千円（初期車検は50千円、通常修繕は20千円程度か）
　　　 旧車両は毎年　　新車両は購入後3年・以降2年・2年・2年・1年…
　　　 その他、消耗品としてタイヤ（30千円程度）の定期的な更新は必要となる。
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３　事前評価結果 事前評価日： 平成 年 月 日

（1） 事前評価者として判断した今後の事業の方向性

１次案のまま採択 下記条件で採択 不採択 差し戻し

４　成果検証 事後(中間)評価日： 平成 年 月 日

（1） 評価結果（今後の方向性)

優(成果大) 良(良好) 可 不可(成果なし・中止・計画変更必要)

(2)　総評 (3)  指示事項

・各課で管理している車両について、総務課同様、更新計画を策定し
ておくこと。また、更新の基準については総務課で定め、全庁的な統
一を図ること。

公
平
性
評
価

効
率
性
評
価

有
効
性
評
価

② 着手・実施の必要性

この事務事業をなぜ着手・実施しな
ければならないのか？先延ばしにで
きない理由は何か？

事業の内容は受益と負担との公
平性が考慮されているか？

評価項目

④ 受益と負担との関係

11025

(3)指示事項(事務事業に関する指示、事後(中間)評価日程等)（2）採択条件

③ 総事業費の算定根拠

算定にあたってコスト削減策を考え
たか？将来のコスト増要因に対して
対策が考えられているか？

目
的
妥
当
性
評
価

なぜこの事業を町が行わなければな
らないのですか？税金を投入して、
達成するものですか？

① 公共関与の妥当性
 適切

 見直し
 余地あり

自動車ディーラーのホームページで
の試算。
現営繕費用・燃料消費量から比較し
ての、費用の削減（効率化）や安全性
の拡大。

 適切

 見直し
 余地あり

事前評価結果説明

老朽化による営繕費用等の拡大して
おり、早急に対応する必要がある。
実施により、農地確認等の利便性の
向上、車両営繕費・燃料消費量の効
率化が図られる。

 適切

 見直し
 余地あり

 適切

 見直し
 余地あり

 適切

 見直し
 余地あり

 適切

 見直し
 余地あり

事後評価結果実施後の状況

公的サービス（農業行政）で使用する
ものであり妥当である。

 適切

 見直し
 余地あり

再評価対象事業

事務事業実施後
の概要

（実施しての効
果、受益者等の
反応、問題点、
課題等を記載）

― ― ―

 適切

 見直し
 余地あり

受益者負担はなく、他の庁用車の更
新と比較しても対応年数から判断して
著しい不公平さはない。


